




















─ 1─



─ 2─



─ 3─



─ 4─



─ 5─



─ 6─



─ 7─



─ 8─



─ 9─



─ 10 ─



─ 11 ─



─ 12 ─



２．豪雪地帯のニーズに応える技術と地域の取組  

（１）豪雪地帯における製造業の状況 

１）条件不利地域と製造業の状況 

製造業出荷額について都市圏外の地域、条件不利地域の全国に占める割合をみると、

都市圏外は全体の 8.6％と小さい。産業集積という観点からの、いわゆるクラスター形

成の取組も、その多くは都市圏を中心とした地域を対象としている。 

しかしながら都市圏外においても、製造業就業者比率は、都市圏外においても 16.3％

と高く、また全国（17.3％）とも大きくは違わない。いずれかの条件不利地域に市町村

の全域を指定された市町村についてみても、離島地域（5.9％）、振興山村地域（13.3％）

を除くと、就業者の 15％以上を占め、多くの雇用を生む主要産業となっている。 

条件不利地域の企業の中には、自然条件が厳しい地域ならではのニーズに応える製品

や、厳しい自然条件等を活かした製品を送り出している企業も少なくない（例：寒冷地

向け商品の開発・輸出等）。他の地域にはない技術は、条件不利地域の強みともなるもの

である。 

図表Ⅱ-1-9 就業者に占める製造業就業者比率 
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資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告」により作成。 

注：それぞれの条件不利地域に市町村の全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含まれ

ない（詳細は凡例参照。）。 

２）豪雪地帯のニーズと産業集積の可能性 

我が国の豪雪地帯には、人口の 16.1％（H12 国勢調査）、約２千万人が住み、核都市の

うち 25 市が全域を 10 市が一部を豪雪地帯に指定されている（特別豪雪地帯に指定され

ている核都市は、各々1市、７市）。 

豪雪地帯に住む人々の暮らしに関わるニーズは相当の規模の市場を構成し、ビジネス

のチャンスでもある。 

豪雪地帯特有のニーズとしては、除排雪・融雪技術、住宅、防寒衣料、防寒靴、冬季

スポーツ用品等幅広い。また、豪雪地帯は高齢化も進んでおり（20.0％、平成 12 年国勢

調査）バリアフリー化等のニーズも高い。これらの分野の生産･開発が全て豪雪地帯で行

われているわけではないが、地域独自のニーズをくみ上げることが期待される。 
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３．再生可能エネルギーの活用による条件不利地域の活性化 

（１）条件不利地域と再生可能エネルギーの利用 

再生可能エネルギーの活用については、全国的に取組が活発化している中で、既に多数

の条件不利地域においても、その自然条件、地理条件をプラスに活かし、離島や半島等の

海岸沿いの地域をはじめ全国に広がる風力発電、豪雪地帯における雪冷熱利用、中山間地

域におけるバイオマス、地熱、水力の利用等の事例が多数みられる。 

（２）条件不利地域とエネルギーの地産地消 

条件不利地域等の特色のひとつとして、地域に存するエネルギーを地域で利用する、エ

ネルギーの地産地消のメリットが大きい場合も多いことが考えられる。 

すなわち、条件不利地域の市町村は、人口規模が小さい市町村も多く、また、人口密度

も希薄であり、大都市と比較して、消費するエネルギーが少なれば、そのうちの相当部分

を地域に存するエネルギーで賄うことも、エネルギーの地産地消を前提に新たな地域のシ

ステムを構築し、地域の活性化に結びつける可能性も現実味を帯びている。 

 

図表Ⅱ-1-24 条件不利地域に指定さ

 

資料：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報

れている市町村の人口密度  図表Ⅱ-1-25 条件不利地域の市町村の人口規模 

告」により作成。 

注：条件不利地域に全域が指定された市町村のみの数値であり、一部指定の市町村は含んでいない（詳細は凡例参照。）。 

（３）条件不利地域における多様な試み 

ど、地域のエネルギーを地域の産業に活用する取

組

用を生む可能性もあるほか、２次林の再生

に

地域等が、地域のエネルギーを活用し、地域の規模

に
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豪雪地帯 105.1

うち特別豪雪地帯 41.1

離島地域等 80.7

半島地域 117.2

振興山村 16.6

過疎地域等 49.3

豪雪地帯において、雪冷熱エネルギーを冷房等に活用するだけでなく、保冷庫を農産物

の出荷調整や付加価値向上に利用するな

もみられる（事例：北海道沼田町の例）。 

また、そもそも灯油等を地域外から購入する代わりに地域の木質バイオマスを地域で暖

房等に活用すれば、薪の生産・販売等による雇

もつながるなど、地域への多様な波及効果が期待できる1（コラム１参照）。さらに、地

熱や下水等を融雪に用いたり、下水汚泥や生ごみ等をバイオマスとして活用し、人口規模

の小さい市町村において、行政コスト、地域のコストを低減させる新しい仕組みづくりも

試みられている（コラム２参照）。 

このような取組は、初期投資の負担等から必ずしもすぐに大きな経済効果を生むとは限

らないなどの課題もあるが、条件不利

適った新しい自立的発展のモデルを創ることが期待される。 
 

1 新妻（2006）、池上（2007） 
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４．条件不利地域における危機管理をテーマとした交流人口増加の取組 

（１）条件不利地域と自然災害 

我が国の国土は、その位置、地形、地質、気象等の自然的、地理的条件から、台風、豪

雨、豪雪、洪水、土砂災害、地震、津波、火山噴火などによる災害が発生しやすく、条件

不利地域も被害に見舞われている。例えば、我が国の 108 の火山のうち、特に重点的に観

測研究を行うべきとされているものが現在 13 あるが、いずれも条件不利地域に隣接するほ

か、このうち２つは離島にある（伊豆大島及び三宅島）。近年の主要な地震や火山噴火につ

いてみると、条件不利地域の被災例も少なくない。平成５年の北海道南西沖地震と津波に

よる奥尻島の被害や、平成 12 年の三宅島の噴火による島民避難、平成 16 年の新潟県中越

地震による山古志村等の被害、平成 17 年の福岡県西方沖地震による玄界島の被害などがあ

り、また、平成 19 年 3 月の能登半島地震による輪島市等の被災は記憶に新しい。 
図表Ⅱ-1-27 条件不利地域における自然災害の例 

 災害 　発生年月日 　　　名　　　称 都道府県・市町村等 地域指定 主な被害 備　　　　考

 区分

H3.6.3 雲仙岳噴火 長崎県島原半島 半島､過疎 火砕流

　火 　 　 　 　 死者行方不明者43  

　 H12.6.26～ 三宅島噴火 東京都三宅村 離島､過疎 噴石､火砕流､火山ガス 島民が長期島外避難

　 　 泥流被害 （H12.9.2避難指示）

　山  （H17.2.１避難指示解除）

 東京からフェリーで約７時間

 　

H5.7.12 北海道南西沖地震 北海道奥尻町 離島､豪雪､過疎 津波 江差からフェリーで約2時間余

　 　 　 　 死者行方不明者230 　

　地 H7.1.17 兵庫県南部地震 兵庫県、淡路島他 一部過疎 死者6,432 広域な災害

　 （阪神・淡路大震災） 　 （関連死912を含む） 　

　 全壊約10万5千棟 　

　震 H16.10.23 新潟中越地震 新潟県長岡市 豪雪､過疎､一部山村 死者59､負傷者4,805 山古志村住民が避難

　 （旧・山古志村を含む） 　 全壊3,175 　

小千谷市､川口町　他 　 最大10万人が避難 　

H17.3.20 福岡県西方沖地震 福岡県玄界島 離島 死者1､負傷者750､ 博多からフェリーで約１時間

　　 　 全壊33　他

H19.3.25 能登半島沖地震 石川県七尾市､輪島市 一部離島､半島､豪雪､ 死者1､負傷者336、

穴水町  ほか 過疎､一部山村 全壊593

　高 H11.9.24 台風18号 熊本県宇城市 一部半島､一部過疎 死者12､負傷者10､ 　

　潮 　 　　　　 （旧・不知火町）*八代海 　 全壊52 　

　土 H16.10.20 台風23号 高知県土佐清水市　　他 半島､過疎､一部山村 死者95､行方不明者3 　

　砂 　 　 全壊893､床上浸水14,289 　

　 　 避難指示・勧告89万人 　

　雪 H17～H18 冬期 平成18年豪雪 北海道､東北､関東､ 豪雪 雪下ろし転落､屋根雪落下､ 雪崩による集落の孤立

　害 　 　 信州､北陸 　 家屋倒壊の下敷き 　

　 　 　 死者152　＊戦後２番目 　  
資料：内閣府「防災白書」等により作成。 

（２）自然災害と条件不利地域の課題 

大規模災害時には、被災地への周辺地域からの迅速な救援が必要になるが、条件不利地

域、特に、周辺から孤立した離島などでは、支援を受けることが難しい場合も想定される。 
内閣府の調査（「中山間地域等の集落散在地域における孤立集落発生の可能性に関する 

状況調査（平成 17 年８月）」）によると、農業集落及び漁業集落の約３割について、孤立

の可能性が認められるため、地域防災計画に具体的な対策を明記する必要性等が示されて

いる。また、高齢化が進み、後期高齢者の比率が高い集落等においては、災害弱者に対す

る配慮が重要となる。このように条件不利地域においても、住民の防災意識、危機管理意

識の向上が重要となる。 
以下では、平成 12 年の噴火により全島民が避難することになった三宅島における、危 
機管理をテーマとした交流人口の増加と地域の活性化の取組を取り上げる。 
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